
	記入日：20　　年　　 月　　 日

	ローマ字氏名
（例）Chushou Taro
	
	1ヵ月あたりの
勤務可能日数
	日

	語学能力
	習得されている語学能力とそのレベル（A.堪能、B.ビジネス実務に支障なし、C.日常生活に支障無し）を３つまで御記入下さい。　（例　　ドイツ語、会話：A、文書作成：B、文書読解：C）

	
	1
	語
	会話：
	文書作成：
	文書読解： 

	
	2
	語
	会話：
	文書作成：
	文書読解： 

	
	3
	語
	会話：
	文書作成：
	文書読解： 

	アドバイス
可能業種
	日本企業と海外企業が取り引きする際に、アドバイス可能な業種分野を最終頁の業種分野を、５分野までご入力ください。※別紙の番号ではなく、「業種分野名称」を御記入ください。　（例：1：食料品、2：百貨店）

	
	1:
	2:
	3:
	4:
	5:

	アドバイス
可能国
	海外展開に関するアドバイスが可能な国について、得意とする国から順に、5か国までご記入ください。
（例：１：インド、２：中国）

	
	1:
	2:
	3:
	4:
	5:

	海外における
駐在歴
	自 年 月
至 年 月
	通 算
年 月
	駐在国
（都市名）
	勤務先
及び役職
	担当業務
（簡潔に記入して下さい）

	
	年　月
～
年　月
	年
	
	
	




	
	年　月
～
年　月
	年
	
	
	




	
	年　月
～
年　月
	年
	
	
	




	
	年　月
～
年　月
	年
	
	
	




	
	年　月
～
年　月
	年
	
	
	




	志望理由
	・


中小企業アドバイザー（国際化・販路開拓）
職務経歴書



	ご自身の得意とする業種（アドバイス可能業種）に関する実務経験・専門能力を具体的にご記入下さい。

	・

	海外事業の展開や海外貿易・投資に関する具体的な実務経験・専門能力をご記入下さい。

	・

	国内中小企業の海外販路開拓や有する海外ネットワークについて実務経験・専門能力を具体的にご記入下さい。

	・

	中小機構の他の専門家制度において、専門家契約を締結している場合は、その名称と担当部署を全てご記入ください。
（複数ある場合は、行を追加して御記入ください）。

	契約専門家名称
	

	機構担当部署
	

	反社会的勢力の排除に関する誓約

	私は中小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程（規程22第37号）第2条に規定する反社会的勢力に該当する者ではありません。　　☐　←チェックを入れてください
※規程については、当機構ＨＰ https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html　を参照。




◆業種分野（アドバイス可能業種記入用）
	＜製造業＞

	01-01
	食料品
	01-08
	化学工業
	01-15
	金属製品

	01-02
	繊維
	01-09
	石油･石炭製品
	01-16
	一般機械

	01-03
	衣服･その他繊維
	01-10
	プラスチック製品
	01-17
	電気機器･電子機器

	01-04
	木材･木製品
	01-11
	ゴム製品
	01-18
	輸送用機器

	01-05
	家具･装備品
	01-12
	なめし革・毛皮製品
	01-19
	精密機器･医療機器

	01-06
	パルプ･紙･紙加工品
	01-13
	窯業・土石製品
	01-20　その他製造（貴金属･玩具･スポーツ用品･文房具･生活雑貨等）

	01-07
	印刷関係
	01-14
	鉄鋼・非鉄金属
	



	＜卸売業＞

	02-01
	繊維品
	02-08  
	一般機械器具

	02-02
	衣服･身の回り品
	02-09
	自動車

	02-03
	農畜産物･水産物
	02-10
	その他機械器具

	02-04
	食料･飲料
	02-11
	家具･建具･什器等

	02-05
	建築材料
	02-12
	医薬品･化粧品等

	02-06
	化学製品
	02-13　その他卸売（貴金属･玩具･スポーツ用品･文房具･生活雑貨等）

	02-07
	鉱物･金属材料
	



	＜小売・飲食業＞

	03-01
	百貨店
	03-08
	家庭用機械器具

	03-02
	男子服
	03-09
	医薬品・化粧品

	03-03
	婦人・子供服
	03-10
	書籍・文房具

	03-04
	その他織物･衣服･身の回り品
	03-11
	スポーツ用品･玩具･娯楽商品

	03-05
	食料品
	03-12
	時計･光学機械

	03-06
	家具・建具
	03-13　 
	その他小売

	03-07
	陶磁器・ガラス器
	03-14
	飲食業



	＜金融･保険･サービス＞
	05
	＜建設業＞

	04-01
	金融・保険
	06
	＜不動産業＞

	04-02
	ソフトウエア
	07
	＜運輸・通信業＞

	04-03
	情報処理
	08
	＜倉庫・旅行業＞

	04-04
	法律・特許等
	09
	＜その他＞

	04-05
	財務・税務等
	

	04-06
	土木建築
	

	04-07
	その他専門サービス
（コンサル等）
	

	04-08
	その他サービス
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